
　              　　　主        　　　　　　文
　１　被告が、平成１０年６月３０日付けで原告の平成８年分の所得税についてし
た更正処分のうち、税額９９８万８５００円を超える部分及び過少申告加算税賦課
決定処分のうち、税額６４万１０００円を超える部分をいずれも取り消す。
　２　原告のその余の請求をいずれも棄却する。
　３　訴訟費用は、これを５分し、その２を原告の負担とし、その余を被告の負担
とする。
                　　　事実及び理由
第１　請求
　　被告が、平成１０年６月３０日付けで原告の平成８年分の所得税についてした
更正処分のうち税額４２８万１２００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定
処分を取り消す。
第２　事案の概要
　　本件は、原告が土地売却による譲渡所得を分離課税の長期譲渡所得として確定
申告したのに対し、被告が、同譲渡所得は分離課税の短期譲渡所得に当たるとし、
取得費の金額も原告の申告の一部のみを認めて所得税の更正処分及び過少申告加算
税の賦課決定処分をしたことに対して、原告がその取消しを求めた事案である。
　１　前提事実（なお、証拠により認定した事実については、末尾に括弧書きで証
拠を掲示した。）
　　(1)　原告の夫Ａは、昭和３０年ころから、別紙物件目録記載１の土地（乙１の
１、地積３９４平方メートル）及び同目録記載２の土地（乙１の２、地積４８５.９
５平方メートル）（合計地積８７９.９５平方メートル。以下併せて「本件土地」と
いう。）上に存する同目録記載３の建物（以下「本件居宅」という。）に居住し
て、本件土地において植木屋を営むほか、共同住宅等４棟（以下「本件共同住宅」
という。）を同土地上に建築して賃貸収入を得るなどしていた（甲１、乙１２の
２）。
　　　　原告は、昭和６２年ころからＡと内縁関係となって本件居宅に居住し始
め、平成５年１０月７日Ａと婚姻した（甲２ないし５）
　　(2)　Ａは、平成６年１月１９日に死亡した（甲３）。
　　(3)　Ａの兄Ｂの長男Ｃの妻（甲８）である訴外Ｄは、平成７年５月、本件土地
上に存する本件居宅はＤの所有であり、原告は何らの権限もなく本件居宅に居住し
本件土地を占有しているとして、本件土地及び本件居宅の明渡しを求める訴えを東
京地方裁判所八王子支部に提起した。これに対し、原告は、本件土地について２０
年の経過による取得時効の完成によって所有権を取得したとして、本件土地につい
ての移転登記を求める反訴を提起した（以下「別件訴訟」という。）。
　　(4)　その後、別件訴訟について、平成８年５月３１日に、要旨次のとおりの裁
判上の和解（以下「本件和解」という。）が成立した（乙５）（ただし、後記のと
おり、本件和解の効力及びその解釈については争いがある。）。
　　　ア　Ｄは、原告に対し、同日、本件土地を現状有姿のまま代金１億８３５０
万円で売り渡す。
　　　イ　原告は、Ｄに対し、前記アの代金を、平成８年６月１０日限り支払い、
これと引換えにＤは本件土地につき前記アの売買を原因とする、原告又は原告の指
定する第三者への所有権移転登記手続をする。
　　　ウ　Ｄは、原告に対し、平成８年６月１０日限り、前記アの代金の支払いを
受けるのと引換えに、本件土地等についての抵当権設定登記を抹消した上、本件土
地を現状有姿のまま引き渡す。
　　　エ　Ｄは、原告から前記アの代金の支払いを受けた日限り、原告に対し、本
件居宅の所有権を放棄し、原告が本件居宅を原告の費用で取り壊すことに異議がな
い。
　　(5)　本件和解を受けて、本件土地及び本件居宅について、Ｄから、原告の指定
する第三者である株式会社ハウジング大興（以下「大興」という。）に対し、平成
８年６月１０日売買を原因とする所有権移転登記がなされた。
　　(6)　なお、本件和解成立日と同日である平成８年５月３１日付けで、本件土地
のうち７７９．９５平方メートルの土地（以下「本件譲渡土地」という。）を大興
が買い受ける旨の売買契約（以下「本件売買契約」という。）が締結された（売主
が誰かについては、後記のとおり争いがある。）。当該売買契約を約した書面（以
下「本件売買契約書」という。乙６）には、要旨次のとおりの特約が記載されてい
る。



　　　ア　本件売買契約は、原告が本件土地の登記名義人であるＤから本件売買契
約書に記載する諸条件の承認を受けることを停止条件として成立し、万一その承認
が得られない場合、原告は大興に受領済みの手付金を返還し、本件売買契約を白紙
撤回することができるものとする。
　　　イ　原告は内金の受領と同時に、大興に対して本件土地の所有権登記を移転
する。
　　　ウ　大興は本件土地の合分筆完了後、非売買地部分（本件土地のうち本件譲
渡土地部分を除いた残りの部分）の所有権登記を原告に返還するものとする。
　　(7)　そして、本件土地のうち本件譲渡土地部分を除いた部分１００平方メート
ル（以下「本件非売土地」という。）については、その後、平成８年１１月７日付
けで真正な登記名義の回復を原因として大興から原告に対し所有権移転の登記がな
されている。
　　(8)　原告は、平成９年３月１７日、本件譲渡土地を大興に売却した代金である
２億４０００万円を収入金額とし、Ｄに支払った本件土地の代金１億８３５０万円
のうち本件譲渡土地の地積分に相当する金額にほぼ匹敵する１億６２６５万円及び
この差額の５パーセントに相当する金額３８６万円の合計１億６６５１万円を取得
費の額とし、譲渡費用の額を２１４０万円とした上で、租税特別措置法３５条の特
別控除額を３０００万円として、分離課税の長期譲渡所得金額を２２０９万円とす
る別表一記載のとおりの確定申告を行った（甲１、２１、乙８、９）。
　　(9)　被告は、平成１０年６月３０日、本件譲渡土地を大興に売却した代金であ
る２億４０００万円を収入金額とし、Ｄに支払った本件土地の代金１億８３５０万
円のうち本件譲渡土地の地積分に相当する金額１億６２６４万６５４２円を取得費
の額とし、譲渡費用の額を２０４０万３５００円として、分離課税の短期譲渡所得
金額を５６９４万９９５８円とする別表一記載のとおりの更正処分（以下「本件更
正処分」という。）及び過少申告加算税賦課決定処分（以下「本件賦課処分」とい
う。）を行った。
　　(10)　原告は、平成１０年９月１日、本件更正処分及び本件賦課処分に対して
異議を申し立てたが、同年１２月３日異議を棄却する旨の決定を受けたため、平成
１１年１月５日、国税不服審判所長に対し審査請求をし、同審査請求において、原
告は、本件土地のうちの３分の２に当たる５８６．６３平方メートルは平成８年５
月３１日にＤから１億８３５０万円で取得したものであって分離課税の短期譲渡所
得部分であり、３分の１に当たる２９３．３２平方メートルはＡ所有のものを平成
６年１月１９日に相続したものであって、うち本件非売土地１００平方メートルを
除いた１９３．３２平方メートルが分離課税の長期譲渡所得部分であって、大興に
売却した代金である２億４０００万円のうち分離課税の短期譲渡所得部分に対応す
る金額１億８０５１
万３１１０円が短期譲渡所得の収入金額、その余の５９４８万６８９０円が長期譲
渡所得の収入金額、Ｄに支払った１億８３５０万円全額を短期譲渡所得の取得費の
額、前記長期譲渡所得の収入金額の５パーセントに相当する金額にほぼ匹敵する２
９７万４３４５円を長期譲渡所得の取得費の額、被告の認めた譲渡費用２０４０万
３５００円のうち本件譲渡土地に占める原告主張の短期譲渡所得部分の土地の割合
を乗じた金額である１５３４万６２４７円を短期譲渡所得の譲渡費用の額、原告主
張の長期譲渡所得部分の土地の割合を乗じた金額である５０５万７２５３円を長期
譲渡所得の譲渡費用の額とした上で、長期譲渡所得につき租税特別措置法３５条の
特別控除額を３０００万円として、短期譲渡所得金額はマイナス１８３３万３１３
７円、長期譲渡所得
金額は２１４５万５２９２円である旨主張したが、平成１２年４月２４日、審査請
求を棄却する旨の裁決を受けた（甲１）。
　２　争点
　　　本件の主要な争点は、
　　(1)　本件和解の効力
　　(2)　本件和解の解釈
　　(3)　原告の所得税及び過少申告加算税の各税額
　　の各点である。
　３　当事者の主張
　　　本件各争点に関する当事者の主張は次のとおりである。
　　(1)　争点(1)　本件和解の効力
　　　ア　原告の主張



　　　　　本件土地の所有権移転過程は本件和解とは全く異なっており、本件和解
は無効である。
　　　イ　被告の主張
　　　　　原告は、本件和解の無効を主張するが、行政処分の取消訴訟における違
法判断の基準時は当該処分時であって、本件更正処分が適法であるか否かは当該処
分が行われた平成１０年６月３０日の時点における客観的事実状態により判断すべ
きであり、原告が本件和解が無効であるとして新期日指定の申立てをしたのは本訴
の提起後のことであって、これにより本件更正処分が重大な事実誤認であるといえ
るような事実が明らかにされるならば格別、仮に、和解が無効である旨の判決が出
され、又は、和解の内容を変更する新たな和解が成立したとしても、本件更正処分
が直ちに違法になることはあり得ないものである。
　　　　　また、そもそも納税者が法律行為の際に予定していなかった納税義務が
生じたり、前記法律行為の際に予定していたものよりも重い納税義務が生じること
が判明したとしても、当該納税者は、課税庁に対し法定申告期限を経過した時点
で、この課税負担の錯誤が要素の錯誤であるとして前記法律行為が無効であること
を主張することはできないものと解すべきである。
　　(2)　争点(2)　本件和解の解釈
　　　ア　原告の主張
　　　　(ア)　本件土地について原告が有していた権利の内容について
　　　　　　原告は、もともと本件土地の所有権又は共有持分を有していたもので
あるから、本件売買契約について、租税特別措置法３１条（長期譲渡所得の課税の
特例）の適用を受けることができる。
　　　　(イ)　すなわち、本件土地は、もと、ＡやＢの父であるＥの所有であり、
同人死後、その長男であるＦが取得し、Ｆが死亡する直前の昭和３０年７月ころ、
ＦからＡに全部が贈与されたものである。
　　　　　　仮に、全部の贈与が認められなくとも、昭和３０年ころは、本件土地
はＦとＢの共有であったところ、両者からＡに本件土地の一部の所有権及び残部の
共有持分権が贈与されたものである。その所有権部分は、今般区画が特定され、本
件土地から本件譲渡土地を控除した本件非売土地として明確化され、残部の共有持
分権は、平成８年時点で原告とＤとの共有となっていたものである。その証左とし
て、本件売買契約により、Ｄが１億８３５０万円を、原告が、５６５０万円をそれ
ぞれ取得しているところ、かかる金銭取得割合は権利割合を反映しているものとい
うべきであり、原告が一定の権利を有していたことを前提としなければ合理的な説
明ができないものである。原告も一定の権利を有していたからこそ、本件売買契約
書（乙６）で権利者
として表示されているのである。
　　　　(ウ)　このように、原告が有していた権利は、所有権又は共有持分権であ
り、別件訴訟で取得時効の主張をしていたのは、所有権移転過程の立証の困難性か
ら便宜予備的な主張をしていたものにすぎない。
　　　　　　本件土地の価値が約２億６０００万円程度はすること、転売先が大興
であること、転売代金が２億４０００万円であることは、原告とＤ側に共通の認識
があったものと考えられるから、本件和解は、原告にも一定の権利があることを前
提としてなされたものであるといえる。当時のＤの相続税額は２億１０００万円で
あり、本件土地の価値が２億６０００万円程度であることを知っていたＤ側が、原
告の権利を前提としないで本件和解をしたとは考えられない。よって、本件土地及
び本件居宅については、Ｄが３分の２、原告が３分の１の権利を有していたとこ
ろ、原告がＤから３分の２の権利を取得し、これと自身の権利とを合わせて大興に
売却したもの、すなわち、原告の２万４０００分の５６５０の共有持分権とＤの２
万４０００分の１万８
３５０の共有持分権とが一体として、本件売買契約により大興に譲渡されたものと
いうべきであって、所得税上は前者の分を長期譲渡所得、後者の分を短期譲渡所得
として取り扱うのが相当であり、このことは、原告の有していた権利を共有持分で
はなく、使用借権と考えても同様である。
        (エ)　予備的主張
  　　　　　仮に、本件土地について原告が所有権等の権利を有することが認めら
れず、したがって本件売買契約において長期譲渡所得の課税の特例が適用されない
としても、本件和解に至る経緯と本件和解における条項に表現された文言を整合的
に解釈すれば、本件和解における本件土地の売買価格は、本件土地の本来あるべき



価格２億６０８５万３４００円（本件売買契約の金額２億４０００万円に本件土地
のうち本件非売土地の価格２０８５万３４００円を加えた額）から、本件和解にお
いて原告に支払われるべきであった和解金の額７７３５万３４００円が控除された
結果１億８３５０万円となったものと考えるべきである。したがって、原告は、一
見すると本件土地を時価よりも相当廉価で取得したようにみえるが、原告が本来受
け取るべきであった
和解金の支払を受けるのに代えて本件土地の取得価格が減額されたのである。そう
すると、原告は本件譲渡土地を売却したことによって何ら譲渡益を得ておらず、譲
渡所得に対する課税はないことになる。
  　　　　　他方、上記和解金は原告が受けるべき立退料として一時所得に該当す
るが、その立退きに要する引越費用は必要経費とみるべきである。
      イ　被告の主張
　　　　(ア)　本件土地について原告が有していた権利の内容について
　　　　　　別件訴訟における原告の時効取得の主張は、配分利益確保の手段とし
てのものにすぎず、別件訴訟開始後に、具体的権利に基づくものとしてではなく、
原告の希望する内容として提示されたものにすぎない。
　　　　　　また、Ｄも、原告の共有持分たる権利を承認していたとは認めがた
く、転売先も知らされてはいなかったと考えられるから、本件土地が原告とＤの共
有であり、両者が売主となって大興に売却したものとは考えられない。
　　　　　　本件和解で成立した本件土地の売却金額１億８３５０万円は、決し
て、土地の使用借権等に客観的交換価値を認め、それが理由となって相場よりも低
価な売却金額となったものでなく、親族という特別の関係にある双方が合意した金
額故に相場よりも比較的低くなったものであり、加えて、本件和解前のＤは、平成
元年８月に死亡した夫Ｃに係る相続税を延納しており、当時における延納税額の残
額は、およそ２億１０００万円であって、Ｄが、原告に対して、本件土地及び本件
建物からの立退き要求をした主な原因が、当該納税問題、すなわち、相続税の延納
による利子税負担の軽減を図るため、少しでも早く本件土地の売却代金をもって、
その納税を完了したいという事情にあったものであり、Ｄ側のかかる切迫した事情
下で、土地を売却する
ため原告に立ち退いてもらいたいという思いで和解交渉に臨んだ上、その売却対象
となる土地上には、原告が所有し、現に賃借人が居住する本件共同住宅が存在して
おり、Ｄとしては、困難が予想された立退き交渉について、原告に頼らざるを得な
い状況にあったものであって、そうした事情は、売却金額決定において、Ｄ側にマ
イナスの要素であったのであり、結局のところ、早く和解を成立させたい思いが強
かったＤ側が、原告の要求を呑まざるを得ない形で１億８３５０万円という、相場
より低い価額で本件土地を売却することに合意し、本件和解を成立させたものにす
ぎない。
　　　　　　よって、結局は、原告が得た利益は本件譲渡土地の転売益にすぎず、
単に、租税負担の見込み違いから本件のような事態を招来しているにすぎず、原告
が、所有者であるＤから本件土地の所有権を買い取り、本件譲渡土地を大興に売却
したものであることは明白である。
      　(イ)　原告の予備的主張について
　　　　　　和解金なる概念は本件和解の和解調書上何ら示されておらず、事実と
かけはなれた独自の法律構成である。原告は、Ｄが納税資金の捻出に苦慮していた
ことから、Ｄとの間の和解交渉によって本件土地を廉価で取得することができたも
のにすぎず、そもそもＤからは本件土地の明渡しを求められていたのであって、Ｄ
に対し多額の和解金を請求することができる権利を何ら有していなかった。
　　　　　　また、この主張は、平成１５年６月１６日の口頭弁論期日において、
裁判長が「当事者双方は、下記のような考え方及び仮にこの考えを採ったとした場
合の課税関係について検討されたい。　記　本件和解に至る経緯に照らすと、本件
和解における売買価格は、本来あるべき価格から原告に支払われるべき和解金の額
を控除して決定されたのではないかとも考えられる。すなわち、本件土地を本来あ
るべき価格で他に譲渡して、その中から和解金を支払うことに代えて、和解金相当
額を控除した額で原告に譲渡する形を採ったと考えるのである。このような実質か
らすると、原告は、形式上本件土地を廉価で取得したかのようであるが、そのため
に本来受け取るべき和解金を受け取っていないのであるから、原告の取得価格は当
事者双方が本件土地
のあるべき価格と認識していた額となり、本件土地の転売によって譲渡益が生じた



とはいえないのではなかろうか。」との求釈明を行い、当該求釈明に沿った主張方
法を教示し、その主張を求めたことにより、原告が新たな主張を行うことになった
ものである。前記求釈明事項に沿った原告の主張は、本件訴えの提起から平成１５
年６月１６日の口頭弁論期日までの間、原告から一切されたことがなく、訴訟が提
起されて３年になろうとする終結間際の時期に、このような新たな主張をすること
自体、いたずらに訴訟の完結を遅延させるものであり、許されるものではない。
　　　　　　したがって、当該原告の主張は、民事訴訟法１５７条１項により、時
機に遅れた攻撃防御方法として却下されるべきである。
　　　　　　なお、当該主張は、裁判長の指示により行われたものであり、弁論主
義の下、公正・中立な立場で事件を裁くべき裁判長の執るべき訴訟指揮とは到底い
えるものではなく、このような訴訟指揮は、被告として到底納得できるものではな
い。
　　(3)　争点(3)　原告の所得税及び過少申告加算税の各税額
　　　ア　被告の主張
　　　　(ア)　居住用財産の特例の適用の可否
　　　　　　租税特別措置法３５条１項は、「個人がその居住の用に供している家
屋」の譲渡をした場合に、３０００万円を限度として譲渡所得の特別控除をする旨
を規定している。この制度は、「個人がその居住の用に供している家屋」を譲渡す
る場合には、新たな居住用財産を取得することが通常であることから、譲渡資産に
かかる譲渡所得への課税の免除又は軽減により買換資産の取得に際し、譲渡資産と
同程度、同規模のものを取得できるように保証するという趣旨で設けられたものと
解されている。また、同項が前年及び前々年において本件特例の適用を受けた場合
は適用を除外する旨規定し、連年の適用を制限して３年間に１度の適用を認めたに
とどまることを併せ考えれば、同項にいう「個人がその居住の用に供している家
屋」に該当するために
は、当該家屋を、真に居住の意思をもって、ある程度の期間継続して生活の根拠と
するとともに相当の期間その家屋の所有者であったことが必要であるというべきで
ある。
　　　　　　原告は、本件居宅の所有者として本件居宅に居住していた期間はなか
ったものとするほかなく、本件居宅は、本件の特例にいう「個人がその居住の用に
供している家屋」には当たらない。また、仮に本件土地に原告の持分権が存するも
のであったとしても、本件土地上には、居住用の本件居宅のほかに、居住用以外の
本件共同住宅が存在していたのであるから、本件売買契約にかかる譲渡所得のすべ
てを本件の特例の適用対象となる居住用部分の土地の譲渡所得として計算すること
はできない。
　　　　(イ)　本件更正処分について
　　　　　　原告の納付すべき税額は以下のとおりである。
　　　　　ａ　総所得金額
　　　　　　２万２４００円
　　　　　　ただし、原告の平成８年分の雑所得の金額である。
　　　　　ｂ　分離課税の短期譲渡所得の金額
            ５６９４万９９５８円
　　　　　　ただし、次の①の金額から②及び③の金額を控除した後の金額である
（具体的な算定は、別表二記載のとおり）。
　　　　　　①　収入金額
　　　　　　　２億４０００万円
              ただし、原告が、平成８年中に、大興に対して、本件譲渡土地を売
却した金額である。
　　　　　　②　取得費
　　　　　　　１億６２６４万６５４２円
　　　　　　　ただし、原告が、平成８年中に、Ｄから本件土地を取得するために
支払った金額１億８３５０万円のうち、本件譲渡土地に対応する部分の金額（本件
譲渡土地の地積が本件土地の地積に占める割合を乗じて計算した金額）である。
　　　　　　③　譲渡費用
　　　　　　　２０４０万３５００円
　　　　　　　ただし、原告が本件譲渡土地を大興に譲渡した際に支払った次の(a)
ないし(e)の金額の合計額である。
　　　　　　　(a)　 訴外株式会社フラップ（以下「フラップ」という。）に支払



った仲介手数料　７４７万円
　　　　　　　(b)　 フラップを仲介人として本件土地上に存していた本件共同住
宅の賃借人に対し支払った立退料及び立退きに伴う労務手数料　５００万円
　　　　　　　(c)　 訴外有限会社佐藤清運に支払った立退料　４５８万３５００
円
　　　　　　　(d)   訴外Ｇに支払った境界確認及び現況測量費　３５万円
　　　　　　　(e)   訴外Ｈに支払った弁護士報酬　３００万円
　　　　　ｃ　所得控除額
　　　　　　４５万６４００円
　　　　　　　ただし、次の①ないし④に掲げる金額の合計額である。
          　①　社会保険料控除の額　１万１４００円
          　②　生命保険料控除の額　５万円
　　　　　　③　損害保険料控除の額　１万５０００円
　　　　　　④　基礎控除の額　３８万円
　　　　　ｄ　課税総所得金額
　　　　　　０円
            　ただし、前記総所得金額から前記所得控除額を控除した後の金額で
ある（所得税法８７条１項、租税特別措置法３１条５項２号、３２条４項により、
控除しきれなかった４３万４０００円は、分離課税の短期譲渡所得の金額からさら
に控除することとなる。）。
　　　　　ｅ　課税短期譲渡所得金額
　　　　　　５６５１万５０００円
　　　　　　　ただし、前記分離課税の短期譲渡所得の金額から、前記総所得金額
から控除しきれなかった所得控除額４３万４０００円を控除した後の金額である
（国税通則法１１８条１項により、１０００円未満の端数を切り捨てた後の金額で
ある。）。
　　　　　ｆ　納付すべき税額
　　　　　　２４１２万５２００円
　　　　　　　ただし、次の①及び②の金額の合計額から③の金額を控除した後の
金額である（国税通則法１１９条１項により、１００円未満の端数を切り捨てた後
の金額である。）。
　　　　　①　課税総所得金額に対する税額
　　　　　　　０円
　　　　　②　課税短期譲渡所得金額に対する税額
　　　　　　　２４１７万５２５０円
　　　　　　　ただし、前記課税短期譲渡所得の金額に対し、租税特別措置法３２
条１項を適用して算出した金額である（具体的な算定は、別表三符号⑦欄記載のと
おり）。
　　　　　③　特別減税額
　　　　　　　５万円
　　　　　　よって、原告の平成８年分の納付すべき所得税額は、２４１２万５２
００円となるところ、本件更正処分における原告の納付すべき金額はこれと同額で
あるから、本件更正処分は適正である。
        (ウ)　本件賦課処分の税額
　　　　　　本件更正処分は適法であり、原告の場合、国税通則法６５条４項に規
定する「正当な理由があると認められるものがある場合」に該当しない。
　　　　　　また、過少申告加算税の額は、本件更正処分により原告が新たに納付
すべきこととなった税額１９８４万円（本件更正処分における原告の納付すべき税
額２４１２万５２００円から原告の納付すべき平成８年分の所得税の確定申告にお
ける税額４２８万１２００円を控除した後の金額。ただし、国税通則法１１８条３
項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、同法６５条１項の規
定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額１９８万４０００円と、同
条２項の規定に基づき、前記新たに納付すべき税額のうち期限内申告税額４２８万
１２００円を超える部分に相当する税額１５５６万円（ただし、同法１１８条３項
の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、１００分の５の割合を
乗じて算出した金額
７７万８０００円との合計額である２７６万２０００円となるから、この金額と同
額の過少申告加算税を賦課決定した本件賦課処分は適法である。



    　イ　原告の主張
        (ア)　居住用財産の特例の適用の可否
　　　　　　本件においては、少なくとも長期譲渡所得として取り扱うべき部分に
ついて、居住用財産の譲渡所得の特別控除の特例の適用が認められるべきである。
　　　　　　また、仮に同特例の適用対象が「居住用」の財産であり、本件居宅部
分に限る趣旨であるとしても、原告は、平成３年から同居宅に居住していたのであ
るから、少なくとも当該部分については、同特例の適用が認められるべきである。
　　　　(イ)　本件更正処分について
　　　　　ａ　原告の雑所得の金額は認める。
　　　　　ｂ　分離課税の短期譲渡所得の金額は否認する。
　　　　　ｃ　所得控除額は認める。
　　　　　ｄ　課税短期譲渡所得金額は否認する。
　　　　　ｅ　納付すべき税額は否認する。
　　　　　ｆ　本件更正処分の適法性の主張は争う。
　　　　(ウ)　本件賦課処分について
　　　　　　本件賦課処分の適法性は争う。
第３　当裁判所の判断
　１　争点(1)　本件和解の効力
　　　原告は、Ｄが、原告に対し、平成８年５月３１日、本件土地を現状有姿のま
ま代金１億８３５０万円で売り渡す旨の本件和解は無効である旨主張するが、証拠
（甲２４）によれば、原告が和解無効を理由に申し立てた別件訴訟の新期日指定申
立ては、和解に要素の錯誤はないとの理由で訴訟終了宣言により終局しているし、
後記２で説示するように本件和解を解釈する限り、本件和解には、何らの瑕疵も認
められないものというべきである。
　２　争点(2)　本件和解の解釈
　　(1)　本件土地について原告が有していた権利の有無及び内容
　　　ア　前提事実のとおり、原告は、平成８年５月３１日成立の本件和解におい
て、本件土地の所有権を取得し、また、同日締結された本件売買契約において本件
譲渡土地を大興に売却したものであるから、外見上は、同一日に原告が本件土地を
Ｄから１億８３５０万円で取得し、その一部である本件譲渡土地を大興に譲渡した
ということになる。
　　　　　この点につき、原告は、本件土地につきＤが原告に何らかの権利がある
ことを認めたからこそ和解が成立したものであるから、原告の２万４０００分の５
６５０の共有持分権とＤの２万４０００分の１万８３５０の共有持分権とが一体と
して、本件売買契約により大興に譲渡されたものというべきである旨主張するが、
本件和解調書（乙５）及び本件売買契約書（乙６）には、本件譲渡土地につき原告
が共有持分権を有していたことは記載されておらず、後記イのとおり共有持分権に
関する原告の主張を裏付ける的確な証拠もないことからすると、本件和解が、原告
に共有持分権が帰属していることを前提としてされたと解釈することは困難である
ものといわざるを得ない。
　　　イ　次に、原告が本件和解成立以前から、本件土地について何らかの権利を
有していたか否かについて検討する。
　　　　　証拠（甲６、８ないし１３、乙１の１及び２、２、１２の１及び２）に
よれば、不動産登記簿上、本件土地は、もとＥの所有であったところ、昭和９年５
月２８日売買によりＢに所有権移転登記がなされていること、昭和４５年３月３０
日に昭和３０年７月３日Ｂ死亡による相続を原因として、Ｂの子であるＩ、Ｊ、Ｋ
及びＬに相続登記がなされていること、昭和５８年８月９日に同年７月２７日交換
を原因としてＢの長男であるＣに所有権移転登記がなされていること、平成２年２
月９日に平成元年８月１４日Ｃ死亡による相続を原因として、Ｄに相続登記がなさ
れていること、本件居宅は、昭和４５年３月３０日に昭和３０年７月３日Ｂ死亡に
よる相続を原因として、Ｃに相続登記がなされていること、平成２年２月９日に平
成元年８月１４日Ｃ
死亡による相続を原因として、Ｄに相続登記がなされていること、Ａが平成２年１
２月に本件土地上に本件共同住宅の一部の建築を始めた際、同人は、Ｄ及びその子
Ｍからの要請により、同人らに対し、将来Ｄ及びＭの申し出があった場合、Ａ又は
その関係者は３か月以内に無条件にＤ又はＭに同建物を引き渡すか、又はこれを取
り壊して無断使用土地部分を明け渡すことを約す旨の念書を差し入れていることが
認められる。



　　　　　また、本件土地が、ＥからＦに譲渡され、さらにＦからＡに贈与された
ことや、Ｆ及びＢがＡに本件土地の所有権や共有持分権を贈与したことを認めるに
足りる証拠はない上、第２の１前提事実(4)のとおり、本件和解においても、原告に
何らかの権利があったことを認める旨の記載はない。
　　　　　これに対して、原告は、Ａが本件土地の所有権又は共有持分権を有して
いたことを記載した陳述書等（甲２、１５）を提出するが、これ自体前記登記の経
過や念書の記載に反する上、客観的な裏付けに乏しく採用することはできない。
　　　　　これらの事実に照らすと、本件和解当時、原告が本件土地に関して所有
権や共有持分権を有していたと認めることはできない。
　　　ウ　もっとも、第２の１前提事実(1)のとおり、Ａは、死亡するまで数十年に
わたって本件土地に居住し、これを生活の本拠とするとともに本件共同住宅を所有
して他に賃貸するなどして本件土地を使用収益していたのであって、別件訴訟に至
るまでＣやＤがその明渡しを求めた形跡もないことからすると、Ａ及びその妻であ
る原告は本件土地の使用借権を有していたと認めることができ、以上の経緯に照ら
すと、Ｄが原告に対して、本件土地全部について直ちに無償で明け渡しを求め得る
権利を有していたか否かについては、現時点においては明らかでないといわざるを
得ない。
　　(2)　予備的主張について
　　　ア　原告は、本件和解に至る経緯と本件和解における条項に表現された文言
を整合的に解釈すれば、本件和解における本件土地の売買価格は、本来あるべき価
格から原告に支払われるべき和解金の額を控除した額であり、本件売買契約によっ
て原告に譲渡益は生じていないと主張し、被告は、本件和解には和解金なる概念は
示されておらず、また、原告は和解金を受け取ることができる権利を有していなか
ったから、このような主張は認められない旨主張するので、本件和解の経過につい
て検討する。
　　　イ　本件和解の経過について
　　　　　前提事実及び証拠（甲２４、乙１の１及び２、２ないし７、１１、１２
の１及び２、１４、証人Ｈ）によれば、本件和解の経過は以下のとおりであったと
認められる。
　　　　　平成６年ころ、多額の相続税の納税に迫られていたＤは、本件土地を売
却することによって納税資金を確保したいと考えていたが、本件土地上には、原告
が居住する本件居宅及びＡ（同人の死亡後は原告）が第三者に賃貸している本件共
同住宅が存在していたため、本件土地を売却することができないでいた。Ｄは、本
件土地を売却する目的で、平成７年５月、東京地方裁判所八王子支部に、原告を被
告とする本件土地及び本件居宅についての建物収去土地明渡訴訟を提起したとこ
ろ、原告は、平成８年４月、本件土地の時効取得を主張してＤを被告とする所有権
移転登記手続を求める反訴を提起した。これらの別件訴訟は、Ｄ側はＮ弁護士が代
理人となり、原告側はＨ弁護士が代理人となっていた。Ｈ弁護士は、別件訴訟提起
前に、Ｎ弁護士に対し
て、本件土地を原告が買い取り、原告が居住する土地だけ残して売却し、売却代金
の半分をＤに支払うという和解条件を申し出ていたが、この話はまとまらないまま
別件訴訟が提起された。別件訴訟においては、平成７年１２月ころから裁判所の勧
告を受け、両弁護士を中心として和解交渉が行われたが、当初は、裁判官から「土
地の使用借権だから、更地の１～２割が立退料の相場」との話もあって、Ｄも無償
で立退きを求めるのは無理と考え、原告に立退料を支払う方向で交渉が行われ、Ｄ
側が２０００万円程度の金額を提示していたのに対し、原告は、８０００万円程度
を要望していた。なお、当事者間においては、本件土地の当時の相場は坪１００万
円であり、全体で２億６０００万円の価値があるとの認識があった。和解交渉が進
行する過程で、本件
土地上に原告の居住する本件居宅と第三者に賃貸中の本件共同住宅が存在したこ
と、また本件土地の境界確定に問題があったことから、Ｄは、本件土地売却の前提
として、自らが共同住宅の賃借人と明渡交渉を行ったり、境界を確定させることは
困難であると考えるようになり、また、原告側は、本件土地から完全に立ち退くの
ではなく、老後の住居を確保するために本件土地のうちの３０坪を取得し、かつ当
座の生活費として少なくとも１０００万円程度を取得できるような内容の和解を望
むようになった。そこで、平成８年２月ころ、Ｈ弁護士は、原告が本件土地をいっ
たん取得し、原告の居住に必要な部分を残して、他の部分につき原告において借家
人との明渡交渉を行った上で売却し、売却代金の相当部分をＤに支払うという枠組



みを考案し、以後この
ような方向で和解交渉が進行した。Ｈ弁護士は、同月２８日に本件譲渡土地の購入
者である大興の社員と接触を開始して本件譲渡土地を２億４０００万円で購入する
意向があることを確認し、その後の和解期日においてその旨をＮ弁護士に伝え、さ
らに和解交渉を進めた（この点につき、Ｎ弁護士の聴取書（乙１４）の中には、売
却先及び売却金額を聞いていないと思うとの部分があるが、同聴取書の内容は、同
弁護士が記憶があいまいであると認めている部分もあることからして、全体として
の明確さに欠け、証人Ｈ弁護士がこの点について明確な証言をしていることからす
ると、同聴取書の記載は上記認定を妨げるものではない。）。その結果、本件和解
の成立日の直前ころ、原告が本件土地を取得し、そのうち本件非売土地（１００平
方メートル）を除い
た残りの本件譲渡土地を大興に２億４０００万円で売却し、この売却代金のうち１
億８３５０万円をＤに取得させ、残りの代金は原告が取得し、その中から原告が借
家人の明け渡しなどに必要な費用を負担するという内容の合意が成立した。そし
て、このような合意を前提に、同年５月３１日に本件和解が成立し、同日に原告と
大興との間で本件譲渡土地の売買契約が締結され、同年６月１０日ころ、原告が大
興から代金の一部である１億８５００万円の支払いを受けたのと同日に、Ｄが原告
から１億８３５０万円の支払いを受け、滞納していた相続税の支払に充てた。
　　　ウ　以上の認定に対し、Ｄの息子であるＭの聴取書（乙１２の１及び２）及
びＤの代理人であるＮ弁護士の聴取書（乙１４）には、本件売買契約の詳細を知ら
されておらず、本件和解は本件売買契約を前提としたものではないかのような記載
がある。
　　　　　しかしながら、証人Ｈの供述によれば、Ｈ弁護士はＮ弁護士に対して本
件譲渡土地の売却の詳細を伝えていたというのであり、このことは本件和解のよう
な和解交渉を行う訴訟代理人として当然のことと考えられることに加えて、第２の
１前提事実(4)ないし(6)のとおり、本件和解の成立期日と本件売買契約の締結日が
同日（平成８年５月３１日）であること、和解条項中にＤが「原告又は原告の指定
する第三者へ」本件土地の所有権移転登記手続を行うとの条項があること、また、
Ｄは、大興から原告に本件譲渡土地代金の一部でありほぼＤに支払うべき代金額に
相当する１億８５００万円が支払われたのと同日である同年６月１０日ころに滞納
していた相続税を武蔵野税務署に納税したもので、原告の代理人であるＨ弁護士も
その場に同行していた
こと（乙６、証人Ｈ）などの事実に照らせば、本件和解は本件売買契約の締結及び
これによる代金の交付時期を織り込み、これと一体として成立したことは明らかで
あって、Ｄ側がこれらについて詳細を承知していなかったとする前記各聴取書の記
載はいずれも採用することができない。
　　　エ　以上認定した本件和解の経緯を前提に、本件和解の解釈について検討す
る。
　　　　　前記認定から明らかなとおり、当初、Ｄは原告に相場に従った立退料を
交付し、本件土地を自ら売却することによって納税資金を捻出することを考えて交
渉に臨んでいたものであり、原告も、Ｄから立退料として金銭を受け取って本件土
地を明け渡すことを考えつつ交渉に臨んでいたものの、本件土地の占有形態、境界
確定の問題などからしてＤにおいてこれを売却することには困難が予想されたた
め、そのような方法に代えて、原告において明渡交渉等を行う前提で本件和解が成
立したものである。また、前記のとおり、当事者間においては本件土地の時価が２
億６０００万円であるとの共通の認識を有していたことが認められるが、Ｄが取得
した１億８３５０万円という金額は、交渉の結果時価よりも廉価になったというだ
けでは説明がつかない
程度の大幅な減額がなされた価格である。このような和解交渉の経緯及び価格の設
定をあわせ考えると、１億８３５０万円という金額は、本来Ｄが原告に支払うべき
立退料としての和解金を現実に支払うことに代えて、その相当額を原告が支払うべ
き売買代金から控除して算出されたものというべきであり、このことは、原告から
すると、現実の立退料の支払いを受けない代わりに、本件土地を客観的な時価より
廉価で取得することとなったのであって、客観的な時価として双方が認識していた
額（２億６０００万円）と購入代金との差額については、それと同額の立退料につ
き現実の支払を受けないことを甘受した上で得た利得というべきであるし、逆に、
Ｄからすると、もともと支払わざるを得ないものと考えていた立退料について現実
の支払をしない反面



、所有者として本来全額取得すべき本件土地の上記客観的な時価相当額と現に取得
する代金との差額を原告において立退料として取得することを容認して合意に至っ
ているということになる。このような両者の関係を法的に解釈すると、結局、原告
とＤとは、本件和解成立の前提として、立退料とこれに相当する本件土地の購入代
金の一部を対当額で相殺する旨を合意したということになり、残った代金のみを本
件和解の内容として明確にし、本件和解を成立させるに至ったものと認めるべきで
ある。
　　　　　この点につき、被告は、和解金という表現は本件和解の和解調書に記載
がなく、また、原告は本件土地について和解金を受け取ることができるような権利
を有していなかったと主張する。
　　　　　しかしながら、一般に法律行為の解釈に当たっては、現に用いられた文
言を無視することはできないものの、その文言のみに拘泥することも許されないの
であって、当該行為に至った経緯等の諸事情を十分考慮して、その内容を確定すべ
きものであるし、訴訟における和解は、権利関係が確定されていない状態で行われ
るもので、かつ、当事者間には対立する感情が生じているのが通常であるから、和
解調書においては和解成立の前提となる個別の権利関係を明確には記載せず、紛争
を解決するのに最低限必要な条項のみを記載して和解を成立させることも決して珍
しくないことは当裁判所に顕著な事実である。そうすると、和解において形成され
た法律関係を考えるに当たっては、和解調書の記載の解釈が中心となることは当然
であるが、こうした
解釈を行うに際しては、紛争の性質、内容及びそのような和解に至った経緯につい
ても十分考慮に入れた上で当事者間の合理的意思を認定する作業を行うべきである
から、和解調書に記載されていないことのみをもって和解金の存在を否定する被告
の主張は採用することができない。
　　　　　また、既に検討したとおり、本件土地について原告が土地所有権や共有
持分権を有していたことについては認めるに足りないものの、別件訴訟ではまさに
その点が争点となり、権利関係が確定されていない状態で審理が行われていたので
あり、かつ、第２の１前提事実(1)のとおり、原告の死亡した夫であるＡは、現実に
本件土地を長年に渡って占有し、本件土地上に本件共同住宅を有して第三者に賃貸
して使用収益しており、Ａの相続人である原告も、Ａが亡くなる約７年前から同人
とともに本件居宅に居住していたことからすると、本件土地の使用借権を有してい
たと認められる。このような事情を考慮すると、原告は、少なくとも本件土地の使
用借権を有する上に、土地所有権や共有持分権が存するとして係争中であり、かつ
現実に本件土地を占
有していたのであるから、別件訴訟において本件土地を明け渡す形での和解をして
紛争を解決するに当たっては、相当の和解金（立退料）の支払を受けることのでき
る立場にあったものというべきである。そして、イのとおり認定した本件和解の成
立に至る経緯からすれば、本件和解は、このような原告の立場を十分考慮に入れて
成立したものであることは明白であるから、原告が和解金を取得し得る立場になか
ったとする被告の主張は採用することができない。
　　　オ　そうすると、本件和解を成立させる前提として、Ｄが原告に対して有す
る本件土地について双方が客観的な時価と認識していた２億６０００万円の代金請
求権と、原告がＤに対して有する和解金（立退料）支払請求権が対当額で相殺さ
れ、その残額のみが本件土地の代金額１億８３５０万円として本件和解調書に記載
されて本件和解が成立したものと認められるから、原告が、本件土地を取得するに
当たって負担した費用は、Ｄに対して支払った１億８３５０万円（ただし原告が取
得した１００平方メートル部分（本件非売土地）の代金相当額を除く）という金額
のみならず、これに原告が本来受け取るべきであった立退料（ただし、本件土地全
体に占める本件譲渡土地部分の割合に応じた金額）としての和解金額を加えた総額
であったと認められる
。すなわち、原告が受け取るべき立退料は、上記２億６０００万円から現実にＤに
支払った１億８３５０万円との差額である７６５０万円であるということになり、
これは本件土地全体についての立退料であるから、本件土地の一部である本件譲渡
土地についての立退料を地積比で算出すると６７８０万６３２４円という金額にな
る。
　　　カ　なお、被告は、この予備的主張について、裁判長の指示によって行われ
たものであり、このような指示は公正・中立な立場で執るべき訴訟指揮とは到底い
えないこと、また、当該主張は時機に遅れたものであることを指摘する。



　　　　　しかし、一般に、民事訴訟において証拠資料に現れているにもかかわら
ず、当事者双方が主張しない争点がある場合は、裁判所は、その点を指摘して適切
な争点形成を図るべきものであるし、特に、行政事件訴訟においては、被告行政庁
は日頃から行政処分の根拠法規に精通した所属の職員を指定代理人として訴訟活動
を行うことができるという立場にあるのに対し、原告側は、その代理人である弁護
士を含めてそのような知識経験を有しないのが通常であるから、一般の民事訴訟と
は異なり当事者が実質的にみて対等な立場にあるとは考えられず、しかも、原告の
訴訟活動が不十分なために誤った行政処分が取り消されることなく放置されること
自体が公益に反するというべきであることからすると、裁判所としては、一般の民
事訴訟における以上
に、原告が適切な主張を行うように意を用いるべきものと考えられる。
　　　　　そして、本件においては、平成１４年１１月２６日の第１１回口頭弁論
期日において、別件訴訟での被告代理人であったＨ弁護士の証人尋問を行うととも
に、同訴訟の原告Ｄの息子Ｍの聴取書（乙１２の１、２）が提出され、さらに、平
成１５年６月１６日の第１３回口頭弁論期日において、同訴訟の原告代理人であっ
たＮ弁護士の聴取書（乙１４）が提出されるに至って、紛争の具体的経緯が明らか
となり、それらの中に言及されている立退料について原告が何ら主張していないこ
とから、当裁判所が上記のような考えに基づき同期日において被告指摘の釈明を行
い、原告が平成１５年９月１０日の第１４回口頭弁論期日において予備的主張をす
るに至ったものである。このような経緯に照らすと、当裁判所の訴訟指揮に問題が
あるとはいえない上
、同主張が時機に遅れたものとも認められない。
　３　争点(3)　原告の所得税及び過少申告加算税の各税額
    (1)　原告の短期譲渡所得
　　　　本件和解の解釈は第３の２(2)エ、オで判示したとおりであるから、原告
が、本件譲渡土地の取得に要した費用は、Ｄに支払った本件土地の代金１億８３５
０万円に原告が本件土地に関して受け取るべき和解金相当額７６５０万円を加えた
２億６０００万円について本件土地に占める本件譲渡土地の地積比の割合を乗じた
２億３０４５万２８６６円となる。
　　　　また、証拠（甲１７）によれば、本件譲渡土地の譲渡費用は、フラップに
支払った仲介手数料７４７万円、フラップを仲介人として本件土地上に存していた
本件共同住宅の借家人に対して支払った立退料及び立退きに伴う労務手数料５００
万円、訴外有限会社佐藤清運に支払った立退料４５８万３５００円、訴外Ｇに支払
った境界確認及び現況測量費３５万円及びＨ弁護士に支払った弁護士報酬３００万
円の合計２０４０万３５００円であると認められる。
　　　　よって、本件譲渡所得は、分離課税の短期譲渡所得であって、１０８５万
６３６６円の損失が生じていると認められる。
　　　　なお、租税特別措置法３５条に定められた居住用財産の特例（特別控除）
の適用の有無については判断の必要がない。
    (2)　原告の一時所得
　　　　原告は、Ｄから和解金として７６５０万円の支払を受けているものとみる
べきところ（実際には本件土地の代金額と相殺されている）、この和解金は本件土
地及び本件居宅の明渡訴訟における立退料としての性質を有し、また、第３の２(1)
イのとおり原告は本件土地及び本件居宅について所有権や共有持分権を有していな
かったから、これは資産譲渡に係る所得とは認められず、原告の一時所得と認めら
れる。
　　　　なお、原告は、別件訴訟の代理人をＨ弁護士に依頼し、証拠（甲１７）に
よればその弁護士費用として３００万円を支払っていることが認められるから、こ
れについては一時所得に係る収入を得るために支出した金額として考える余地があ
るが、Ｈ弁護士は同時に本件譲渡土地の売却に際しても代理人として活動し、これ
に要した費用が本件譲渡土地の譲渡費用と考えられることは第３の３(1)のとおりで
あって、こうした活動を明確に分離することはできないから、Ｈ弁護士の弁護士費
用３００万円は、一時所得に係る費用ではなく、すべて本件譲渡土地の譲渡費用と
して扱うのが相当である（このように扱っても、本件においては、双方の所得の損
益を通算することにより税額に差は生じない。）。
　　(3)　原告の所得税額
　　　　以上を前提として、本件における原告の所得税及び過少申告加算税の各税
額について検討する（別紙平成８年分の原告の納付すべき所得税額のとおり）。



　　　ア　雑所得の金額
　　　　　　２万２４００円（争いがない。）
　　　イ　一時所得の金額
　　　　　　７６００万円
          　ただし、原告がＤから受け取った和解金７６５０万円から所得税法３
４条２項の特別控除額５０万円を控除した額
　　　ウ　分離課税の短期譲渡所得の金額
　　　　　　△１０８５万６３６６円
　　　　　　ただし、本件譲渡土地の売却金額である２億４０００万円から、本件
譲渡土地の取得に要した費用２億３０４５万２８６６円及び本件譲渡土地の譲渡費
用２０４０万３５００円の合計額を控除した額
　　　エ　総所得金額
　　　　　　３２５９万４２１７円
　　　　　　ただし、所得税法６９条１項、同施行令１９８条２号の定めによりイ
の金額からウの金額を控除した後の金額に所得税法２２条２項２号により２分の１
を乗じて算出した金額に、アの金額を加えた額
　　　オ　所得控除金額
　　　　　　４５万６４００円（争いがない。）
　　　カ　課税総所得金額
　　　　　　３２１３万７０００円
　　　　　　ただし、前記エから前記オを控除した後の額（国税通則法１１８条１
項により、１０００円未満の端数を切り捨てた後の金額である。）
　　　キ　納付すべき税額
　　　　　　９９８万８５００円
　　　　　　ただし、前記カに対し、所得税法８９条の税率を適用し、さらに平成
８年分所得税の特別減税のための臨時措置法（平成８年法律第１８号）４条による
特別減税額５万円を控除した額（国税通則法１１９条１項により、１００円未満の
端数を切り捨てた後の金額である。）　
    (4)　本件更正処分の適法性
　　　　本件更正処分は原告の納付すべき税額を２４１２万５２００円としている
ところ、前記認定したとおり原告の納付すべき税額は９９８万８５００円であるか
ら、本件更正処分のうちこれを超える部分は取り消されるべきである。
　　(5)　本件賦課処分の適法性
　　　　原告の納付すべき過少申告加算税の額は、原告が新たに納付すべきことに
なった税額５７０万円（原告の納付すべき税額９９８万８５００円から期限内申告
税額４２８万１２００円を控除した後の金額。ただし国税通則法１１８条３項の規
定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に同法６５条１項の規定に基づ
き１００分の１０の割合を乗じて算出した金額５７万円と、同条２項の規定に基づ
き、新たに納付すべき税額のうち期限内申告税額４２８万１２００円を超える部分
に相当する税額１４２万（ただし、同法１１８条３項の規定により１万円未満の端
数を切り捨てた後のもの）に、１００分の５の割合を乗じて算出した金額７万１０
００円との合計額である６４万１０００円となるから、本件賦課処分２７６万２０
００円のうち、これ
を超える部分は取り消されるべきである。
  ４　結論
　　　よって、本件更正処分のうち、税額９９８万８５００円を超える部分、ま
た、本件賦課処分のうち、税額６４万１０００円を超える部分はいずれも取り消す
こととし、原告のその余の請求は理由がないから棄却することとし、訴訟費用の負
担について、行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条、６４条本文を適用して、主
文のとおり判決する。
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